
 かんぽ生命の宮本でございます。

 本日は、かんぽ生命の「2017年3月期 第1四半期決算電話会議」にご参加い
ただき、ありがとうございます。

 はじめに、お手元の資料に沿って、決算概要をご説明し、その後、質疑応答と
させていただきます。

 1ページをご覧ください。



 今回の決算のポイントを、5点にまとめております。
 1点目として、四半期純利益は194億円、通期業績予想比で22.6％と概ね順
調な進捗となりました。

 2点目として、保険料等収入は、前年同期比+636億円の1兆4,151億円となり
ました。

 3点目として、個人保険の新契約年換算保険料は、簡易生命保険誕生100周
年記念キャンペーン等を通じた営業推進の強化等により、前年同期比20.7％
増の1,441億円となりました。第三分野の新契約年換算保険料は、前年同期
並みの121億円となりました。

 4点目として、足元の低金利環境を踏まえ、ALMを重視しつつ、外国証券や国
内株式といったリスク性資産への投資拡大を継続した結果、リスク性資産の
総資産に占める割合は6.9％まで拡大しました。

 5点目として、EVは英国のEU離脱直後の大幅な金利低下を主な理由として、
前期末から1兆127億円減少し、2兆1,383億円となりました。

 2ページをご覧ください。
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 連結業績の状況をご説明します。

 第1四半期の経常収益は2兆2,614億円、経常利益は443億円、四半期純利益
は194億円となりました。

 経常利益が前年同期比で58.7％減少したのは、有価証券に係る減損損失を
658億円計上したことによる影響ですが、価格変動準備金を取り崩したことによ
り、四半期純利益は、通期業績予想に対して22.6％の進捗となりました。

 なお、現時点において、当期の連結業績予想や1株当たり配当予想について、
変更はありません。

 また、総資産は80兆9,098億円、純資産は1兆7,452億円となりました。
 3ページをご覧ください。
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 ここでは、連結財務諸表の要約を記載しています。

 保険料等収入は、新契約獲得の増加により、前年同期比で636億円の増加と
なりました。

 詳細は、決算短信等の資料でご確認ください。

 4ページをご覧ください。
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 ここからは、契約の状況についてご説明します。

 4ページは、新契約年換算保険料の推移をお示ししています。
 個人保険の新契約年換算保険料は、簡易生命保険誕生100周年記念キャン
ペーン等を通じた営業推進の強化等により、前年同期比247億円増の1,441
億円となりました。

 また、右のチャートのとおり、第三分野の新契約年換算保険料は、第1四半期
としては民営化以降の最高を記録した前年同期とほぼ同水準となる121億円
となりました。

 今月8月2日に保険料の改定を実施していますが、引き続き、お客さまへ保障
ニーズを訴求し、新契約の増加に努めていきたいと考えています。

 5ページをご覧ください。
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 保有契約年換算保険料の推移を、新旧区分別にお示ししています。

 左のチャートのとおり、個人保険の保有契約年換算保険料は5兆256億円、こ
のうち民営化後に引き受けた新区分は2兆9,689億円となり、全体の6割程度
まで拡大しました。

 また、第三分野の保有契約年換算保険料は7,350億円、このうち新区分は
3,016億円となりました。

 6ページをご覧ください。
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 左のチャートは新契約件数の推移、右側には商品毎の内訳をお示ししていま
す。

 第1四半期の新契約件数は、前年同期比9万件増の67万件となりました。
 商品別では、養老保険で前年同期比4万件増、終身保険で3万件増と、主力商
品の新契約を順調に拡大しています。

 7ページをご覧ください。
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 保有契約件数の推移と内訳をお示ししています。

 保有契約件数は、新旧区分合算で、前期末から18万件減少し、3,214万件と
なりました。

 民営化以降、旧区分の契約の満期等による減少が、新契約の獲得を上回っ
ているため、保有契約の減少が続いていますが、減少傾向は徐々に緩やか
になっています。

 8ページをご覧ください。

7



 資産運用の状況についてご説明します。

 左の表のとおり、当社の資産運用は、円金利資産と円金利負債のマッチング
を図るALMの観点から、公社債が中心となっています。

 昨今の低金利環境を踏まえ、運用資産の多様化を進めてきた結果、外国債
券などのリスク性資産の残高は、第1四半期末で5.5兆円、総資産比6.9％と
なりました。

 右の表のとおり、足元の経済環境の変化を受け、平均予定利率・利子利回り
ともに低下しましたが、87億円の順ざやを確保しました。

 また、キャピタル損益は、主に、英国のEU離脱に伴う円高の進行により外国
債券において減損が発生し、351億円の損失となりました。

 9ページをご覧ください。
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 有価証券の時価及び含み損益の状況をお示ししています。

 長期金利の水準が一段と低下したことから、満期保有目的や責任準備金対
応で保有する債券の含み益は、合わせて約1.8兆円増加しました。

 その他有価証券の含み益は、円高・株安の影響を受け、外国債券・国内株式
等の含み益が減少したことから、1,708億円減少しました。

 この結果、有価証券全体の含み益は、前期末から1兆6,932億円増加し、11兆
2,666億円となりました。

 10ページをご覧ください。
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 経費の状況についてご説明します。

 第1四半期の事業費は、単体ベースで1,345億円となり、このうち、約7割の974
億円を日本郵便へ支払う委託手数料が占めています。

 委託手数料の約半分は、契約獲得実績に応じて支払う新契約手数料であり、
残りの半分は、保全・支払業務等に応じて支払う維持・集金手数料から構成さ
れています。

 第１四半期の委託手数料は、民営化後、郵便局での新契約が順調に伸びてき
たことや、お客さまに保険金等の振込先口座を登録していただく取組みを強化
したこと等により、974億円となりました。

 なお、第1四半期の減価償却費は、右上のチャートのとおり、94億円となりまし
た。

 11ページをご覧ください。
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 健全性の状況についてご説明します。

 経営環境の変化に伴うリスクに備え、将来にわたり健全で安定的な経営を確保
するため、危険準備金2兆3,444億円、価格変動準備金7,589億円を積み立てて
います。

 将来の逆ざや等を補う目的で積み立てている追加責任準備金は、当期末で5兆
9,995億円となっています。

 右のチャートでは、連結ソルベンシー・マージン比率の推移をお示ししています。

 連結ソルベンシー・マージン比率は1,538.8％と、引き続き高い健全性を維持して
います。

 12ページをご覧ください。
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 EVの状況についてご説明します。
 第1四半期のEVは2兆1,383億円となり、前期末から1兆127億円減少しました。
 修正純資産は、前期末とほぼ変わらず1兆8,857億円となりましたが、保有契
約価値は、英国のEU離脱直後の大幅な金利低下を主な理由として、2,525億
円となっております。

 EVの参照金利は、6月末の日本国債の利回りを使用していますが、3月末に比
べて、期間20年で約73bp、期間30年で約30bp、1年物フォワードレートが低下
しています。これによる影響が、約△6千億円あったと見込んでおります。

 加えて、金融市場の不安定化に伴う金利ボラティリティの上昇により約△2千
億円、円高・株安等により約△2千億円の影響があり、全体として、市場環境
による影響を約△1兆円受けております。

 なお、直近では、金利も3月末の水準に近付いており、金利低下の影響は一定
程度緩和されたと見込んでおります。

 以上で説明を終わります。
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